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請求代理人

上記審査請求人から平成23年12月17日付けで提起の生活保護法（昭和２５
年法律第144号。以下「法」という。）に基づく平成23年10月17日付けの
保護廃止決定処分（以下「本件処分ｊという。）に対する審査請求につい
て、次のとおり裁決します。
、主、文・
京都市深草福祉事務所長が審査請求人に対して行った本件処分を取り消
す｡

８

理由・．
１審査請求の要旨
審査請求人（以下｢請求人」という。）は、京都市深草福祉事務所長
（以下「処分庁」という。）が行づた本件処分に対し、次の理由により
処分の取消しを求める。
：（理由）、請求人は､平成23年画月区日､ーI(以下『」
という。）でのパート就労を開始したが為最低生活
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…､ここZmX下「き『ｊという。）での就労を開始した。請
求人が処分庁に対してそれまでの就職の経過を話したところ、同年10月一杯で自立して欲しいと言われ、同年９月２６日、同年11月１日付けで保．護を辞退する旨の届出（以下「本件辞退届」という。）を書かされた。
請求人の同年10月末に支給された給与は、合計で４万9,734円しかなか
ったにもかかわらず、請求人の収入の状況を確認することもなく‘自立
することができるか否か不明のまま自立を要請して書かせた辞退届は､・「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭和38年型月．
１日付げ社保第34号厚生省社会局保護課長通知。．以下「課長通知」とい
う。）第10の問12の３に照らし無効である。
したがって、本件処分は、無効な辞退届に基づく違法なものであり取
り消されるべきである。．

２処分庁の弁明の要旨
（１）平成23年１月24日、同月５日付けで請求人の保護を開始する決定を
した。

（２）平成23年５月２日、請求人から、Ｅ二三三ヨでのパート就労が決まっ
たとの報告を受けた。．

（３）平成23年７月26日、請求人から､での給与収入の増加にま
り、遅くとも･同年９月中には自立するつもりであるとの申立てを聴取
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した。．
（４）平成23年８月23日、請求人から、２社目の就労として１-． １ ] ' （ 以 下 「 ＃ 一 ｺ 」 と い う ｡ ） で の パ ー ト
勤務が決まり、Ｚ月画旧に就労を開始し、初回給与日は同年９月25日" 蟻 夛 職 噸
・同月の収入は約８万円の見込みであるため、同月末での保護辞退は困
難であること及び同年11月１日付けで辞退することを聴取するととも
に、増収が見込めるため本件辞退届を受理した。

（６）平成23年10月･4日、請求人から､| ｺについて図月画日か
．ら正社員雇用となったこと及び同年11月１日から社会保険に加入する
ことを聴取した。

（７）平成23年10月17日、請求人の保護辞退により、同年11月１日付けで
本件処分を行った。(8鰯雛耀恕ろ菫奎全誌両鴎薇誰雲菅

．約15万円の給与が入る見込みであるが､それまで11月の家賃を払うこ
とができないことを聴取した。これに対し、家賃の支払を待ってもら
えないか管理会社に相談してみること、借入れ等を検討してみること．及び居住地を所管する京都市南福祉事務所に保護の相談に行くことを
助言したｂまた､本件処分の決定通知書を交付し、保護廃止に伴う諸
手続について説明した｡

（９）保護の停廃止については､課長通知第10の問12の３の答において、
辞退届が有効であり、かつ､保護を廃止することで直ちに急迫した状

，況に陥ると認められない場合には､-保護を廃止して差し支えないとさ
れている。ただしく辞退届が有効となるためには､:それが本人の任意
かつ真蟄な意思に基づくものであること、辞退届が有効であっても、

：廃止決定に当たっては、被保護者が直ちに急迫した状況に陥ることの
ないよう留意すること、保護の廃止に伴い必要となる諸手続について
助言指導することとされている。

（10）請求人は、自立に向けて強い意欲を示し、稼働能力の活用に熱心に
取り組んでおり、処分庁としても就労及び増収について指導し、及び
支援してきた。その結果、請求人から辞退の申出があり、これを受理
したのであって、本件辞退届は､請求人自身の任意かつ真蟄な意思に
より提出されたものである。したがって、処分庁が.自立を要請して書，かせたものではない｡′
また、請求人から、生活費はなんとかなるが家賃が支払えないとの

相談を受けたため、それに対して助言をするなど対応し、請求人が直
ちに急迫した状況に陥らないよう留意した。さらに、社会保険加入に
ついて説明し､請求人の了解を得た｡

(1i)』以上のとおり、本件処分は適法かつ適正に行われたものであるから、
本件審査請求については、これを棄却するとの裁決を求める。
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３反論の要旨：
（１）請求人が平成23年11月］日付けで保護を辞退すると言ったとしても、
客観的にみて、同年９月26.日時点での請求人の自立可能性は極めて低
かつたのであるから、本人の任意かつ真蟄な意思に基づくものとは到
底いえない。

（２）処分庁は､平成23年10月１７日に本件処分を行っているが、実際に給



与の額を確認してから保護を廃止すべきであった｡現に､一
m給与は同年11月21日まで入らないのであって、請求人は家賃が支
払えず、直ちに急迫した状況に陥っていた。“

（３）請求人に、自立に向けた強い意思と稼働能力の活用に向けた熱心な
取組があったとしても、結果が生じ、それが安定しなければ､･任意か
つ真蟄に辞退届を提出するはずがない。．

（４）したがって､本件辞退届自体無効であるし、それに基づく本件処分．は違法である。

４処分庁の再弁明の要旨
．「任意かつ真蟄な意思で辞退を申し出たはずがない」等の請求人の主
張は、いずれも推論をもって事実を否定するものであり失当である。

５審査庁の認定事実及び判断
（１）認定事実
ア平成23年１月27日、処分庁は、同月５日付けで請求人の保護を開始
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エ幸皐駐3年朋画日､請求人は､匡三ﾆーｺのｱﾊーﾄに転居し､居
宅生活を開始した｡転居に当たり、処分庁は、請求人が同年９月末で
自立することを見込んで敷金を支給するとともに、引き続き京都市深
オ草難讓藤饒季鶏天嚴1筐皇‘と掛け持ちで匡＝ヨ
！[亘でのパート就労を開始したが､同年図月画日に匡三三コ．
；国を退職した。請求人の６月から８月までの就労収入は、､それぞれ
６万8,017円、８万2,827円、８万3,961円であった。
力平成23年画月1国日、請求人は､1,%一三ｺiに採用が決まつたもの
の､"ここ三三三三三三菫室．iから給与の支払がなく、９月の収入がＴ万
3,107円であったため、処分庁に対し、１０月末までの保護継続を依頼
し、同年11月１日付けで保護を辞退する旨申し出るとともに、本件辞
退届を提出し、処分庁はこれを受理した６・
ｷ 平 成 2 3 年 Ｚ 月 画 日 ､ 請 求 人 は ､ 〆 で の ﾊ ｰ ﾄ 就 労 を 開 始
し、同年国月２日、正社員雇用となった。

ク平成23年10月17日、処分庁は、本件辞退届に基づき、本件処分を行
うことを決定した６：・
ケ請求人が平成23年10月に得た就労収入は、合計４．万9,734円であっ
た。
．平成23年10月26日､請求人は、処分庁を訪れ、同月分の収入申告書
．′を提出するとと.もに、匡三三三うの10月分給与が思ったよりも少なく、
： ;の給与は同年11月21日まで入らないことから家賃を支払
うことができないとの相談をした。これに対し、処分庁は、支払の延
期や一時借入れ、京都市南福祉事務所への相談等を教示し、請求人に
同年11月１日付け本件処分の決定通知書を交付した。

（２）判断
ア被保護者が保護を必要としなくなったときは穂保護の実施機関は、
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法第26条の規定により保護の停止又は廃止を決定することとされてお
り、課長通知第10の問６及び第10の問12を踏まえて要否判定を行い、『鍵霊潭雛壼菫浮認した上で保護の停止決定又は廃止決定を行

イただし、保護受給中の者自らの意思で「保護を辞退する」旨の意思
を示した書面が提出された場合には、課長通知第10の問12の３を踏ま
え､①提出された「辞退届｣･が本人の任意かつ真蟄な意思に基づくも
のであるか十分確認し、②保護の廃止により直ちに急迫した状態に陥
ることがないか、本人から自立の目途を聴取した上でも保護の廃止決
定をすることができるとされているが､辞退届に基づく廃止決定はい
わば例外的な処分であるから、慎重な検討を経て決定されるべきもの
；である。．
ウ本件処分についてみると、請求人は処分庁に対し、平成23年９月２６
日付けで本件辞退届を提出しているが、ケース記録を検証する限り、
このことについて処分庁からの働き掛けや示唆があったとは読み取れ、ないから、‘この時点での当該辞退届は、請求人の任意かつ真蟄な意思
により提出されたものであり､保護を廃止する上で有効なものと認め
られる。．．

エしかし、同年10月26日、請求人は、収入見込額が予定していたより
も少ないことか.ら家賃を支払うことができないこと及び同年11月21日
までまとまった収入がなく生活に困窮するごとを処分庁に訴えており、
本件辞退届を提出したときとは収入の状況が大きく変化していたど認:められる。また、処分庁がこの窮状を認識していたことはケース記録
からも認められる。

オそうすると、エの訴えにより、収入増加を理由に提出した本件辞退
届は、撤回され効力を有しないものと判断するのが妥当であり、処分
庁は原則どおり要否判定を行い、保護を要しないことを確認した上で
保護の廃止を決定すべきであったにもかかわらず、本件辞退届に基づ
き同年1１月１日付けで保護の廃止を決定しているから、本件辞退届の
提出に基づく本件処分は不適法なものである。・
よって、審査請求人の主張に理由があるものと認め、行政不服審査

法（昭和37年法律第160号）第40条第３項の規定により、主文のとお
り裁決する。．
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平成24年10月29日
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